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日本貨物鉄道株式会社との連携開始について 

  

株式会社十六銀行（頭取 石黒 明秀、以下「当行」といいます。）は、２０２２年２月    

２２日（火）より、日本貨物鉄道株式会社東海支社（執行役員東海支社長 花岡 俊樹、以下

「ＪＲ貨物」といいます。）と、事業者さま向けに、同社グループがもつ物流機能を最大限

に活かした最適な総合物流ソリューションのご提供で連携いたしますので、下記のとおりお

知らせします。 

 

記 

 

１．連携の目的 

昨今、物流業界では、脱炭素社会の実現に向けたＣＯ２排出量の抑制や２０２４年度問

題、ドライバー労働力不足など、様々な課題がクローズアップされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の連携によって、トラック、船舶、航空機といった他の輸送モードと連携した『モ

ーダルコンビネーション』を活用することで、ＣＯ２の削減、社会・経済の持続的な成長

と効率的かつ強靭な物流を提供することが可能となります。 

 

２．今後の取組みについて 

物流における諸課題を有する地域の事業者さまに対し、ＪＲ貨物の「名古屋貨物ターミ

ナル駅」を活用した見学会や個別相談会を企画し、事業者さまごとの課題に適した総合物

流ソリューションの提案を行ってまいります。 

 

物流生産性の向上 

・鉄道を基軸とした総合物流サービスの提供 

・中長距離輸送における最適ソリューション 

物流業界の働き方改革 

・２０２４年問題（働き方改革）への対応 

・ドライバー労働力不足への対応 

脱炭素社会の実現 

・２０５０年カーボンニュートラル宣言 

・物流のＣＯ２排出量の抑制 

総合物流施策大綱 

・強靭で持続可能な物流ネットワーク構築 

・物流構造改革の推進 



３．物流ソリューションイメージについて 

 

出所：ＪＲ貨物グループレポート２０２１より引用 

４．脱炭素経営へのアプローチ 

当行は、昨年８月より「カーボンニュートラルナビゲーター」をリリースし、事業者さ

まの脱炭素経営に向けたコンサルティングを行っています。一方、連携を開始するＪＲ貨

物は、鉄道網を利用した幹線物流を担う物流のプラットフォーマーであり、大量の貨物を

低い環境負荷で輸送できる強みを有しております。両社の強みを活かし、物流部門におけ

るＣＯ２削減をご提案することにより、事業者さまの脱炭素経営を実現いたします。 

 



＜日本貨物鉄道株式会社 概要＞ 

代 表 者：代表取締役 真貝 康一 

本社所在地：東京都渋谷区千駄ヶ谷５－３３－８ サウスゲート新宿 

設 立：１９８７年４月１日 

資 本 金：１９０億円 

事 業 内 容：貨物鉄道事業、倉庫業 
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